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2025年度事業報告書 

（ 2025年 4月 1日から 2026年 3月 31日まで ） 

 

Ⅰ 概 要 
一般財団法人海外通信・放送コンサルティング協力（JTEC）の2025年度事業は、第44回

理事会及び第35回評議員会（2025年3月開催）で承認された事業計画及び収支予算に基づ

き、公益事業（国際協力事業）と収益事業（コンサルティング事業）を実施した。 

本年度も引続き、オンラインとリアルのハイブリッド型による効率的な業務実施に取り

組むとともに、海外への積極的な出張や現地関係機関との連携を通じて、案件形成・発掘

を推進した。また、DX（デジタルトランスフォーメーション）の活用による社会課題解決

の取組として、防災、農業、医療、サイバーセキュリティ、ICT 人材育成などの各分野に

注力し、賛助会員企業を始めとする国内外企業等との連携強化を図った。 

公益事業では、太平洋島嶼国における情報通信インフラ整備や防災 ICT 分野の共同研究

を推進した。また、APT 研修や総務省関連研修等を通じて、アジア・太平洋地域における

ICT分野の人材育成・能力構築に貢献した。 

国際相互理解促進事業では、2025年7月にオンライン形式でJTEC通信放送国際展開講演

会を開催し、「農業 DX」をテーマとして、開発途上国における農業課題解決に資するデジ

タル技術やサービスについて紹介した。 

収益事業では、通信・放送連携による防災 ICT 分野において、中米地域を中心とした実

証・調査活動を継続するとともに、フィリピンにおける早期警報システムに関する世界銀

行案件を受注した。また、ベトナムにおける AI 画像診断を活用した医療 DX 実証事業、日

ASEAN サイバーセキュリティ関連調査事業、農業 DX 案件等にも取り組み、デジタル技術を

活用した新規事業分野の拡大を図った。 

さらに、公益目的支出計画については、引続き着実な実施に努めた。 

なお、2025年 5月に明らかになった元職員の不正行為については、外部の弁護士と連携

して資金の回収に努めているが、回収可能額については現在精査及び法的対応を継続中で

ある。また、再発防止策の着実な実施及び外部監査体制の強化を通じて、財団運営の透明

性及び信頼性向上に努めている。 

上記、元職員による不正行為に伴う一部案件の契約形態変更等があったものの、収益事

業を計画に沿って着実に実施した結果、当期経常増減額は、12 百万円のプラスとなった。

また、被害額 1.5億円について、特別損失を計上しており、トータルでは 1.38億円の赤字

となった。一方で、世界銀行案件や医療DX案件等、新規分野での案件形成は着実に進展し

ており、今後の収益回復に向けた基盤整備を進めた。 
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Ⅱ 事 業 
Ａ. 公益事業  
1. 海外諸国のDXに関する調査・実証等 
国際協力事業の推進に資するため、以下のとおり海外諸国に関する情報通信分野の調査

及び実証等を実施し、賛助会員企業及びその関連企業を始め国内企業等へ情報提供を行っ

た。 

（１）太平洋島嶼国の情報通信に関する調査・実証 

① バヌアツ早期警報共同研究 

昨年度採択された APT-C2（共同研究プログラム）において、都市部をカバーする

60MHz帯を用いた音声放送システムと、地方部をカバーする放送波を活用した防災ラジ

オ受信の実証を実施した。 

② ツバル国政府系ネットワーク整備 

コロナ前に開始された APT-C1 案件の残案件として実施しているものであり、光ファ

イバ敷設予定エリアが世界銀行ファンドにより整備されたことから、設備の別エリアへ

の転用をAPT事務局と協議中。 

③ パラオ離島デジタルデバイド解消対策調査研究 

コロナ前に開始された APT-C1 案件の残案件であり、一部仕様変更のうえネットワー

クを構築済であり、現地関係者への研修及びシステム引渡しに向けた準備を進めた。 

④ サモア離島 ICTネットワーク共同研究プロジェクト 

コロナ禍中に開始されたAPT-C2案件の残案件として、光ファイバー及び長距離Wi-Fi

を活用したネットワーク構築を完了し、現地への引渡し準備を実施した。 

 

2. 研修・人材育成等 
（１）APT研修 

APT（Asia-Pacific Telecommunity）より研修事業を受託し、以下の研修を実施した。 

① 上級幹部向けワークショップ型研修 

2025年 4月（前年度分）及び 2026年 2月に、アジア・太平洋地域の情報通信主管庁

幹部を対象とした政策研修ワークショップを実施した。デジタル政策、防災 ICT、

Trust & Safety等をテーマとして議論を行い、参加者から高い評価を得た。 

② 電波利用研修 

2026 年 1 月に、アジア・太平洋地域各国の無線通信担当者を対象として、周波数有

効利用や最新無線技術動向に関する研修を実施した。 
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3. 国際相互理解促進等 

（１）講演会の開催 

JTEC通信放送国際展開講演会を 2025年 7月 28日にオンライン形式で開催した。 本

年度は「農業 DXセミナー ～農業 DXの推進による開発途上国での農業課題の解決に向

けて～」をテーマとして実施した。 

題                   目 講演者 
講演１ 

「AGRI-TECHで、地域を次世代へ」 
 

講演２ 

「RightARMのご紹介」 
 

 講演３ 

「i-農業のご紹介」 

 

講演４ 

「JTEC農業 DX事業のご紹介」 
 
 

 

株式会社 NTTアグリテクノロジー 
 
 

テラスマイル株式会社 
 
 

株式会社大和コンピュータ 

 

 

一般財団法人海外通信・放送コン

サルティング協力（JTEC） 

 

（２）広報活動等 
JTECホームページをリニューアルして、より見やすいものにするとともに、活動状  

況や事業成果に関する情報発信を実施した。 

（３）途上国政府要人等との人材交流 
APT研修や講演会等において、海外政府関係者と賛助会員企業との交流機会を設け、

人脈形成及び国際交流促進に努めた。 

 
B. 収益事業  

調査案件等の受注について積極的に取り組むとともに、継続案件の着実な実施に努めた。 

 

1. 継続事業 

（１）通信・放送連携による防災 ICT調査（総務省事業請負） 

2023 年度より継続している放送電波を活用した開発途上国向け防災 ICT モデルの調

査研究事業。CAP/EDXL-DE ルーティング、放送波への多重技術の強化開発、ゲートウ

ェイ受信機によるサイネージシステム等運用アプリケーション開発を実施し、中米エ

ルサルバドルへの実装を行った。また、KDDI と協力してモバイル CBS との同時伝送

に成功した。さらに、ブラジル及びモルディブにおいて、次世代地上放送への適用可
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能性に関する調査を実施した。 

（２）AI画像診断を活用した医療 DXにおけるベトナム VNPTとの協業（独自事業） 

エルピクセル社が提供するAI画像診断システムを、VNPT-IT社と共同でVNPT病院 

において実証トライアルとして導入した。病院側から高い評価を得ており、商用化に  

向けた協議を開始した。また、2026年 1月には林総務大臣が現地視察を行い、日本の 

AI技術海外展開の先進事例として注目を集めた。 

（３）日 ASEANサイバーセキュリティ政策会議等の実施に関する調査（NCO案件） 

AJCCA（ASEAN Japan Cybersecurity Communication Alliance）を活用し、日 ASEAN サイ

バーセキュリティ政策会議等を開催するとともに、ASEAN 各国との能力構築連携活動

に関する調査を実施した。 

（４）ハイレベルダイアログ開催、サイバーセキュリティ国際イベントの調査（NCO 案件） 

日ASEANサイバーセキュリティに関するハイレベルダイアログを開催するとともに、

AJCCA を活用して国際イベントの開催状況等について調査を実施し、報告書として取

りまとめた。 

（５）トンガ国変動性再エネ大量導入下の系統運用機能改善（JICA案件） 

他社受注業務への補強として参加し、トンガ電力公社の光ファイバー通信について、 

研修及び遠隔による光ファイバー復旧・維持管理支援を実施した。 

 

2. 新規事業 

（１） インドネシア農業 DXパイロット（JAIF案件） 

インドネシアにおいて、長距離Wi-Fi技術やAIを活用した農業DX実証を、NTTアグ 

リテクノロジー社、テラスマイル社及び大和コンピュータ社と共同で実施した。 

（２）フィリピンにおける早期警報システムのコンサルティング（世界銀行案件） 

フィリピンにおける早期警報システムについて、オリエンタルコンサルタンツグロ

ーバル株式会社とのジョイントベンチャとして受注し、現状と理想との乖離（Gap 

Analysis）を調査分析し、今後 5 年間の投資計画を提案するコンサルティング業務を

実施した。 

（３）研修・人材育成事業（総務省案件） 

以下の研修・会議支援業務を受託し実施した。 

① 郵便協力対象候補国における日本型郵便インフラシステムへの関心・ニーズ調査 

② 令和 7年度 GCOTステアリンググループ会合開催支援 

③ 「日 EU海底ケーブルワーキンググループ」、「日 EU・ICTラウンドテーブル」及び

「第 31回日 EU・ICT政策対話」開催支援業務 
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Ⅲ 財団運営 

1. 会議の開催  
（１）評議員会 

本年度における評議員会の開催状況は、以下のとおりである。 

 
開催日等 議    題 

第 36回評議員会 

(2025.6.25) 

(対面) 

① 2024年度計算書類等の承認について 
② 評議員の新任及び理事の再任について 
・報告 1 2024年度事業報告について 

・報告 2 令和6年度公益目的支出計画実施報告書の承認について 
・報告 3 元職員による不正行為の経緯及び再発防止策について  

第 37回評議員会 

(2025.9.24) 

(書面決議) 

① 評議員の選任について 
② 理事の選任について 
③ 専務理事の報酬減額について 

第 38回評議員会 

(2026.3.23) 

(書面決議) 

① 2026年度事業計画について 
② 2026年度収支予算について 

 

（２）理事会 
本年度における理事会の開催状況は、以下のとおりである。 

開催日等 議    題 
第 45回理事会 

(2025.6.10) 

(オンライン) 

① 2024年度事業報告の承認について 

② 2024年度計算書類等の承認について 

③ 令和 6年公益目的支出計画実施報告書の承認について 
④ 第 36回評議員会の招集について 
⑤ 元職員による不正行為の経緯及び再発防止策について 
⑥ 役員補償契約の締結について 
・報告 職務執行状況報告について 

第 46回理事会 

(2025.7.3) 

(書面決議) 

①  理事長（代表理事）及び専務理事の選定について 

第 47回理事会 

(2025.9.10) 

(書面決議) 

①  第 37回評議員会の招集について 

第 48回理事会 

(2025.10.1) 

(書面決議) 

① 代表理事（理事長）の選定について 

第 49回理事会 

(2026.3.10) 

(対面) 

① 2026年度事業計画について 
② 2026年度収支予算について 
③ 第 38回評議員会の招集について 
④ 賛助会員の加入について 
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・報告 1 職務執行状況報告について 

・報告 2 不正行為に係る再発防止策の実施状況について 

 

2. 業務運営 
在宅勤務とコアタイム勤務を引続き行い、オンラインとリアルのハイブリッド型による

効率的な業務実施に取組んだ。自宅でのセキュリティ確保や業務効率改善のために必要な

機材購入の一部財団負担を継続するとともに在宅勤務・コアタイム勤務に必要な経費の一

部財団負担として、一時金の支給も継続実施した。 

 

3. 公益法人制度改革への対応  
2025年度の公益目的支出計画実施報告書等を内閣府へ提出し承認を得た。 

 

4．資産の管理等  

（１）基本財産 

一般財団法人移行に伴い、設定していない。 

（２）運用財産等 
運用財産は、会計規程に基づき適正に管理した。 

（３）借入金の状況 
借入金はない。 

 
5. 内部規程等の改正  
2025年度における内部規程の改正等は以下のとおりである。括弧内は主な改正理由。 

(1) 新型コロナウィルス感染症対策のためのコアタイム勤務規程: 2025年 10月廃止 

(2) 新型コロナウィルス感染症対策のための在宅勤務規程: 2025年 10月 1日改正施行 

 (コロナ感染症終息に伴い、上記規程の名称及び関係条文における「新型コロ

ナウィルス感染症」等の文言を削除し、当該規程を在宅勤務規程に改正。) 

(3) 職員就業規則: 2025年 10月 1日改正施行 

 (フレックスタイム制を導入) 

(4) 職務権限の委譲: 2025年 10月 1日改正施行 

 (官庁等へ見積書を提出する場合には決裁を経ることとしたもの)  
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6. 組織及び職員(2026年 3月末現在) 
（１）組織 

管理部門：管理部門長 

総務部長 

経理部長 

企画・広報部長 

事業部門：事業部門長 

通信技術・システム部長 

放送技術部長 

シニアコンサルタント 

研究開発部門：研究開発部門長 

研究開発部長 

（２）職員 
管理部門：部門長 1名、部長 2名（1名は管理部門長兼務）、事務職 1名 

事業部門：部門長 1名、部長 13名（1名は事業部門長兼務） 

研究開発部門 ： 部門長 1名、部長 1名（事業部門兼務）、担当者 3名 

  合計 : 20名 

その他、派遣社員 3名及びプロジェクト毎に嘱託を委嘱 

 

※ 事業報告の附属明細書について 
附属明細書については、特に記載すべき重要な事項はない。 

 

2026年 6月 

一般財団法人 海外通信・放送コンサルティング協力 
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